
公園の運営管理について
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将来ビジョンの目標：300万人（応募時）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

H29 377,542 341,008 130,201 82,386 93,687 133,564 198,683 259,174 147,549 48,933 70,267 362,371 2,245,365

H30 385,643 287,660 129,039 87,937 124,413 111,186 345,138 295,507 208,026 75,972 100,247 236,255 2,387,023

H31・R1 449,477 346,937 138,070 109,543 134,034 146,775 181,121 365,651 179,898 82,074 91,656
140,275
(59.3％)

2,365,511

R2
77,701
(17.2％)

74,033
(21.3％)

69,299
(50.2％)

41,110
(37.5%)

自然文化園 EXPO’70ﾊﾟﾋﾞﾘｵﾝ 太陽の塔 運動施設 ※テニスコート年間利用除く

4月 5月 6月 4月 5月 6月 4～6月 4月 5月 6月

H31 449,477 346,937 138,070 11,278 12,143 6,351 85,393 32,735,513 28,554,128 27,868,748

R2 77,701 74,033 69,299 0 485 1,340 0 3,493,384 2,835,284 21,086,234

前年比 17.3％ 21.3％ 50.2％ 0％ 4.0% 21.0% 0％ 10.7% 9.9% 75.7%

（単位：人）【各施設の利用状況（H31年度及びR２年度の4月～6月比較）】

【月別入園者数（H29年度、H30年度、H31年度、R２年度）】

■自然文化園入園者数の推移（※スポーツ施設等の利用者数は含まない）
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自然文化園入園者数の推移

213万人

182万人
183万人

194万人

220万人
225万人

現在の来園者状況

〔平成30年度の主な要因〕
4月～ 太陽の塔内部公開[好調]
6月 大阪北部地震
9月 台風21号

10月 大阪文化芸術フェス[好調]
12月 イルミナイト万博（冬季）

239万人

（単位：人）

237万人

〔平成3１年度の主な要因〕
10月 天候不順日の増
３月～ コロナ禍による

（赤字％）は前年同月来園者比

新型コロナウィルスの影響に
より、令和2年3月～来園者が
激減している

新型コロナウィ
ルスの影響によ
り、来園者数減

新型コロナウィルスの影響がなければ
過去最高の来園者数

（単位：円）
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【速報値】



新型コロナウィルス感染拡大防止のための公園施設の閉館・再開の経緯

令和１年 令和２年

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

大阪府
対策本部
会議
・

緊急事態
宣言

公園
施設

緊急事態宣言（4/7～5/21）

太陽の塔（休館：3/1～7/31）

EXPO’70パビリオン（休館：2/29～5/20）

自然観察学習館（休館：2/29～5/20）

スポーツ施設（休止：4/8～5/20）

駐車場（閉鎖：4/29～5/6）

イベント・集会中止（2/18～5/22）

再開条件：
屋外200人以下

梅まつり、さくら祭り、その他持ち込みイベント等中止

不特定多数の集まる屋内施設の休止（2/28～5/15）

上記以外の府有施設休館・休止（休止：4/8～5/15）

特定利用の
イベント再開

ドライブイン
シアター事業

8/1～

再開の準備が整
い次第順次再開

5/23
再開

5/16再開

6/19

屋外1000
人以下

7/10

屋外5000
人以下

8/1
再開

5/21再開

5/21再開

5/21再開

駐車場（閉鎖：4/29～5/6）
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令和2年度の収支計画 及び 管理水準の見直し

■管理水準の見直し

■収支計画の見直し

【見直しの具体例】

○人員配置の見直し

○日常清掃回数減

○イベントの一部中止

○来園者アンケート調査の春季中止

○植物管理頻度の減

○必要最低限の修繕・補修 など
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入園者数の減少や施設の閉鎖等により、当初想定していた利用料金等の収入が不足

【対応】

○管理水準を見直し、支出を削減

○最低限必要な管理を確保


